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平成 18 年 6 月 22 日 
社 会 保 険 庁 

 

年金電話相談センター事業に係る市場化テスト（モデル事業）の実施

に関する方針を、別添のとおり策定いたしました。 

実施に関する方針の概要は、以下のとおり。 

 

１ 目的 

  年金電話相談センター事業について、年金電話相談センターに寄せられる年金 

相談への対応等を包括的に市場化テストのモデル事業として実施し、サービスの 

向上を図ること。 

 

２ 対象事業の範囲等 

 ① 対象年金電話相談センター 

   茨城年金電話相談センター 

   広島年金電話相談センター 

② 対象事業 

 電話により年金電話相談センターに寄せられる年金相談への対応、各種届出

用紙等の送付依頼の受付及び事業報告書の作成までを包括的に委託し、いかに

効率的、効果的に実践するかという手段・方法については、現行法の範囲内に

おいて、受託者の提案に委ねるものとする。 

 ③ 契約期間 

   平成１８年１０月から平成２０年９月までとする。 

   



 

           平成１８年６月２２日 

社 会 保 険 庁 
 

年金電話相談センター事業に係る市場化テスト（モデル事業）の 

実施に関する方針 

 

 
１ 目的 

年金相談は、人口構造の高齢化、年金受給権者の増加及び年金に対する意識

や関心の高まりにより量的に増加しているとともに、度重なる制度改正等によ

り相談内容も質的に複雑化している。 
   このような状況にあって、社会保険事務所における電話による年金相談も増

加傾向にあり、一部地域にあっては社会保険事務所に電話がつながりにくくな

るなど、利用者に対するサービスの低下を来しているケースも見受けられてい

る。 
このため、一般業務と電話による年金相談業務を分離し、社会保険事務所の

事務処理を効率的かつ効果的に行うとともに利用者に対するサービスの向上

に資するため、年金電話相談センターを設置している。 
平成 17 年度においては、「規制改革・民間開放の推進に関する第一次答申」

(平成 16 年 12 月 24 日規制改革・民間開放推進会議)に基づき、市場化テスト

のモデル事業として実施してきたところであるが、平成 18 年度においては、

「規制改革・民間開放の推進に関する第二次答申」(平成 17 年 12 月 21 日規制

改革・民間開放推進会議)に基づき、平成 17 年度の 2 箇所を継続して実施する。 
本事業は、年金電話相談センターにおける年金電話相談業務を市場化テスト

のモデル事業として実施し、従来社会保険庁が実施していた年金電話相談に係

る業務のうち、現行法の範囲内で民間事業者においても実施可能な範囲におい

て、社会保険庁が行う場合と同等の条件の下、受託者の創意工夫やノウハウを

活用することにより、サービスの向上（相談を行った者の満足度の向上等）を

図るとともに、当該業務の質及びコスト（当該業務に要する直接的な費用に加

え間接的な費用を算入）に関する官民間の透明・中立・公正な比較を実施する

ことを目的とする。 

   市場化テスト（官民競争入札又は民間競争入札制度）とは、官と民との間

で透明・中立・公正な競争を促すことにより、国民にとってよりよい公共サ

ービスを効率的に提供することを目指すものであるが、本モデル事業におい

ては社会保険庁は自ら入札に参加せず民間事業者の間における透明・公正な

競争入札を実施するものとする。なお、官が自ら実施する事業と受託民間事

業者のそれとの間で業務の質と効率性の比較が可能となり、その結果競争的

環境が創出されるよう、本実施方針に基づき必要な措置を講ずるものとする。

また、社会保険庁及び受託民間事業者が実施した本事業の結果について、適正

な事業評価を定期的に行うこととする。 
 



 

２ 市場化テストの実施及び競争条件均一化措置等に関する基本的な考え方 

（１）本事業の目的は、①民間事業者の創意工夫を最大限活用し、電話による年金

相談のサービスの向上を図ること及び②当該事業の質及びコストに関する 

官民間の透明・中立・公正な比較を実現することによって事業全体の質と効率

性を向上させること、にある。 

 

（２）このため、受託者の創意工夫を最大限活用する観点から、業務の遂行の在り

方や実現の手法は、入札参加者の提案と裁量に委ねられるものとする。 

 

（３）官民間の透明・中立・公正な比較を実現する観点から、以下を実施する。 

  ① 民間事業者が本事業を実施する場合には、年金電話相談センターの施設、

設備、情報等を利用することとする。なお、この他に並行的に個人情報を活

用せずとも応答できる相談の対応に当たって受託者の施設も活用すること

は妨げない。この場合、その施設においては年金電話相談センターに設置さ

れる情報端末等やこれにより得られる情報は利用できないことに留意する

こと。 

  ② 本事業を実施する年金電話相談センターにおける当該事業の実績（サービ

ス水準及び費用）について、客観的かつ可能な限り定量的な指標を用い、  

費用を構成する項目要素と費用を公表する。 

  ③ 社会保険庁及び受託者の本事業実施経費等に対する財政補助の有無並び

にその内容等を明確化し、公表するとともに評価上均一化することを基本と

する。 

④ 受託者の選定に当たっては、以下のブロック単位に設置した市場化テスト

評価委員会において応札した者の企画書の評価を行う。 

北関東信越ブロック（茨城年金電話相談センターに係る企画書の評価） 

中国・四国ブロック（広島年金電話相談センターに係る企画書の評価） 

  ⑤ 社会保険庁及び規制改革・民間開放推進会議は、受託者に対して定期的に

モニタリング等を行うものとし、規制改革・民間開放推進会議は、事業開始

後における実績の評価等を適宜行うこととする。 

 

３ 対象事業に関する事項 

（１） 対象事業の範囲等 

①対象事業の対象年金電話相談センター 

対象事業の対象年金電話相談センターは、次の２か所とし、その運営を 

担うことが対象事業となる。 

（ア）茨城年金電話相談センター（茨城社会保険事務局） 

  （イ）広島年金電話相談センター（広島社会保険事務局） 

②対象事業の範囲 

  以下（ア）から（ウ）までの業務を委託することとし、いかに当該業務を



 

効率的、効果的に実践するかという手段・手法については、現行法の範囲内

において、受託者の提案に委ねられる。また、受託者は事業の遂行過程にお

いて事業の環境の変化や地域における特殊事情等も勘案し、社会保険庁の承

認を得た上で、手順等を変更できるものとする。 

事業の遂行に必要となる人材、受託者自らが業務の遂行に必要と判断する

機材等は受託者自らの費用負担によりこれを準備する。また、社会保険庁は、

対象年金電話相談センターにおける既存の設備、機材、業務スペース、情報

端末等については、無償にて受託者に提供する。事業の遂行に必要な情報の

提供も無償とする。これらの利用の在り方の詳細は、実施要領に記載する。 

受託者は事業の遂行過程において、現在の電話による年金相談に係る課題、

制度・規制等に係る障害等、事業遂行上改善すべき点を認知した場合には、

積極的に随時、これを社会保険庁に提案するものとする。具体的な提案に 

ついては、社会保険庁としてもこれを真摯に検討し、適用の可否を検証する。 

 

（ア）電話による年金相談業務 

電話により年金電話相談センターに寄せられる年金相談・クレーム等へ

の回答・案内等の必要かつ適切な対応を行う。 
なお、個人記録に基づく年金相談を行うために必要な範囲において、 

社会保険オンラインシステムの使用を可能とする。 

（イ）各種届出用紙・各種通知書の送付依頼受付業務 

     電話により年金電話相談センターに寄せられる各種届出用紙及び各種

通知書の送付依頼の受付及び送付を行う。 
なお、本人確認をするために必要な範囲において、社会保険オンライン

システムの使用を可能とする。 

（ウ）事業報告書の作成業務 

     事業実績（電話相談対応状況、経費等）の評価のための報告書の作成を  

行う。 

＜参考１＞年金電話相談センター業務の概要 

 

（２）契約期間 

   平成１８年１０月から平成２０年９月末までとする。 

 

４ 受託者選定に関する事項 

（１）受託者選定に関する基本的な事項 

   上記３（１）①に定める対象年金電話相談センターごとに総合評価の方法を

もって、競争入札により、受託者を決定する。決定に当たっては、各地区評価

委員会の意見を反映するものとする。なお、入札参加者は、１以上の対象年金

電話相談センターで入札に参加することができる。 

   企画提案の評価基準は、「総合評価基準」（別添）のとおりとする。 



 

（２）競争（入札）参加資格 

  競争（入札）の参加資格は、次のとおりとする。 

① 平成１６、１７及び１８年度の厚生労働省競争参加資格（全省庁統一  

競争参加資格）「役務の提供等」を、茨城年金電話相談センターは関東・   

甲信越地域、広島年金電話相談センターは中国地域において有する者である 

こと。 

② 当該事業を万全の体制で実施し、誠実に履行できること。 

③ 年金制度に関して深い知識・経験を有する担当者を対象年金電話相談セン

ターに置き、必要な際に直ちに支援できる体制を整備できること。 

④ 入札に参加する時点で法令に違反する事実がなく、かつ、委託事業を 

実施する時点で法令に違反しないことが確実であること。 

⑤ 事業所に、厚生年金保険・政府管掌健康保険又は船員保険の未適用及び

これらに係る保険料の未納がないこと。また、厚生年金保険の適用のない

個人事業所については、事業主に国民年金の未加入、国民年金保険料の未

納がないこと。 

⑥ これらの事業に直接従事する者には、国民年金の未加入、国民年金保険

料の未納がないこと。 

 

（３）受託者選定スケジュール 

   落札者選定に係るスケジュールは以下のとおりとする。 

   ６月２８日 官報公告 

７月 ７日 茨城年金電話相談センター 説明会実施、質問受付・対応 

７月１１日 広島年金電話相談センター 説明会実施、質問受付・対応 

   ８月１８日 企画書提出締切り・入札 

   ８月２８日 （予定）評価委員会 

   ９月 １日 落札 

 

（４）審査結果等の公表 
社会保険庁は、企画書の審査方法及び結果についてこれを公表するものとする。 

 

５ 事業実施に関する事項 

（１）対象事業に関する要求水準 

  ①業務実施日 

月曜日から金曜日の午前８時３０分から午後５時１５分までの間におい

て、年金電話相談業務等を行うこと。ただし、国民の祝日及び１２月２９日

から翌年の１月３日までの日を除く。 

なお、上記勤務実施日以外の業務の実施については、当該施設の使用可能

な範囲で、これを妨げない。ただし、社会保険オンラインシステムの使用に

ついては、同システムの稼働時間の範囲とする。 



 

（参考）社会保険オンラインシステムの稼働時間 ＊諸事情により変更する場合がある。 
 ・月曜日(月曜日が休日の場合は直後の開庁日) 

午前８時３０分から午後７時３０分まで 
・火曜日(午後８時までオンラインシステムを稼動させない月曜日を含む。)から金曜日 

     午前８時３０分から午後６時まで 
    ・第２土曜日 

午前８時３０分から午後５時まで 

  ②電話相談件数 
    契約期間内において、1 年ごとに 86,750 件以上（昨年の要求水準である

72,171 件に対し、対前年度比 20.2%（平成 16 年度と平成 17 年度のそれぞれ

1 年間の実績比較が可能である 10 拠点の平均伸び率）の増加率を考慮した件

数）の相談に対応するよう受託者は適切なオペレーター等の体制を考慮し措

置すること（なお、対象年金電話相談センターの電話相談業務を行うオペレ

ーター席数については、茨城年金電話相談センターは１８席、広島年金電話

相談センターは１７席が限度である。）。 

なお、契約期間中は年金相談体制を維持することとする。 

   〈参考２〉：年金電話相談センターの実績 

 

（２）委託費の支給方法等 

落札結果に基づき決定された事業の実施に必要な経費を月割額単位に支給

する。 

なお、受託者は委託事業の経理について、その内容を明らかにするため、  

他の経理と区分してその経理を行うこととする。 

＜参考＞当該年金電話相談センターにおいて当該事業に要した費用 

     （年間相当額に換算した試算） 

○ 茨城年金電話相談センター 

平成 16 年 12 月 1 日（開所）から平成 17 年 9 月 30 日までの実績額に 12/10 を乗じた額 

オペレーター給与 通勤手当 保険料事業主負担   計 
32,151 千円 2,181 千円 3,515 千円 37,847 千円 

       ※管理費（オペレーター指導としての職員給与等 1 名分）5,594 千円 
合計 43,441 千円 

○ 広島年金電話相談センター 

平成 16 年 10 月 28 日（開所）から平成 17 年 9 月 30 日までの実績額に 12/11 を乗じた額 

オペレーター給与 通勤手当 保険料事業主負担   計 
27,114 千円 2,047 千円 3,580 千円 32,741 千円 

       ※管理費（オペレーター指導としての職員給与等 1 名分）6,820 千円 
合計 39,561 千円 

○社会保険相談員等（オペレーター）の日額単価       
 単 価 茨城 広島 
社会保険相談指導員 12,500 円 3 名 2 名 
社会保険相談専門員 7,700 円 － 1 名 
社会保険相談員 7,100 円 15 名 14 名 

    ※上記「オペレーター給与」は「社会保険相談員等の日額単価」に勤務日数を乗じ、

さらに年間換算した。 
 



 

    ※年金電話相談センター事業に要した費用については、上記以外の費用として建物借

料、光熱水料、事務消耗品費等、職員給与等 1 名分等を要した。なお、これらの費

用については社会保険庁において負担するとともに、同センターと社会保険事務所

等との連絡調整を行う者として担当職員を社会保険事務局に置くこととする。 

 

（３）受託者に提供する情報  

  ① 受託者に対しては、社会保険オンラインシステムの使用により、被保険者、

受給権者及び厚生年金等適用事業所の情報を提供する。 

    また、社会保険庁が所有するその他の情報について受託者が提供を希望 

する場合は、受託者からの申し出に基づき、事業に必要な範囲で原則として

すべて提供する。 

 

  ② 被保険者等の個人情報については、「個人情報の保護に関する法律」（平成

１５年法律第５７号）及び「個人情報に係る業務の委託先の選定及び監督等

の厳格化について」（平成１７年２月２５日庁文発第０２２５００４号）に

基づき適切な管理を行うこと。また、目的外の情報の閲覧を禁止するととも

に、当該事業の遂行上知り得た一切の事項を他に漏らし、又は他の目的に使

用してはならないこと。 

 

（４）その他留意事項等 

① 当該事業において取り扱う情報の漏洩、改ざん、滅失等が発生すること

を防止する観点から、情報の適正な保護・管理対策を実施するとともに、

社会保険庁が定期又は不定期の検査を行う場合において、これに応じるこ

と。万一、情報の漏洩、改ざん、滅失等が発生した場合に実施すべき事項

及び手順を明確にすること。 

② 当該事業の実施に伴い、相談者との間でトラブルが発生した場合、その

原因が受託者の側にあるときは、受託者が責任を持って適切に当該トラブ

ルの処理を行うこと。 

③ 受託者は、どのように業務を分担し、それに応じ、どのように運営管理を

図るのかを明確にし、委託者の承認を得た上で、自らの責任において、委託

事業の一部を他の者に再委託することができるものとする。 

④ 受託者は、当該事業が適正かつ円滑に実施できるよう、社会保険庁と連携

を図ることとする。 

⑤ オペレーター等に対し、本業務開始前に当庁職員によって履行場所におい

て実施する端末機器の操作方法等を含めた研修に参加させること。 

⑥ 当該事業の遂行に付随して生ずる成果物は、すべて社会保険庁に帰属する

ものとする。 

⑦ 受託者の変更があった場合には、変更後の受託者との間で業務の引継ぎを

適切に行うこと。 

 

 

 

 



 

６ モニタリング等 

（１）受託者は、当該事業の目的の達成を確保するために、毎月初旬に前月の事業

状況（相談内容別の件数、特定日の 1 件当たりの対応時間、オペレーターの  

配置実績（業務量の変動への対応）、応答要領の整備状況（頻繁にみられる質

問の類型化と回答の事前用意）等）及び当月の事業予定を社会保険庁に報告

する。社会保険庁は報告を受けた後、速やかに当該報告を規制改革・民間開

放推進会議に提出するとともに、当該前月の事業状況を公開する。なお、報

告書の様式等については、落札後速やかに社会保険庁と受託者との間で協議の

上決定する。 

 

（２）相談の質の確保の観点からお客様満足度調査として、実際に年金電話相談セ

ンターへ電話により年金相談を行った者によるモニター調査を実施し、速やか

にその結果を規制改革・民間開放推進会議に情報提供するとともに公開する。 
  ①実施方法 
    第三者に対してモニターを依頼し、当該モニターが年金電話相談センター

に架電することにより、「相談内容の的確な把握」、「相談者の課題の解決」

等の電話対応状況について調査を行う。 
  ②実施時期 
    実施時期は、平成１８年１２月、平成１９年３月、６月、１２月、平成２

０年３月及び６月とする。 
 

（３）相談の質の確保の観点からモニタリングによる評価として、実際に年金電話

相談センターに架電のあった応答記録についてモニタリングを実施し、速やか

にその結果を規制改革・民間開放推進会議に情報提供するとともに公開する。 

  ①実施方法 
    年金電話相談センターに架電のあった応答記録のサンプリングから、「相

談内容の的確な把握」、「相談者の課題の解決」等に加え、「ミスの有無」等

についてモニタリングを行う。 
  ②実施時期 
    実施時期は、平成１８年１２月、平成１９年３月、６月、１２月、平成２

０年３月及び６月とする。 
 
 

（４）上記（２）及び（３）については、社会保険庁が管理する全ての年金電話相

談センターを対象として実施することとする。 

 

（５）規制改革・民間開放推進会議は、モニタリングや本事業の評価等を行うに  

当たって、必要に応じ、受託者から意見を聴取することができるものとする。 



別添 

 

 

 

 

 

 

 

年金電話相談センター事業に係る業務委託に関する総合評価基準書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

社 会 保 険 庁 
 



評価基準 
 

本総合評価基準は、年金電話相談センター事業に係る業務委託に関する要求要件の総合評価に

ついて示したものであり、評価手続き等は次のとおりである。 
 
１ 評価手続 
（１）仕様準拠の確認 
   仕様書に記載された全ての要件を満たしていること。 
   「総合評価基準」（別紙１）に記載された全ての必須評価項目について、仕様書で示され

た最低限の要求要件を満たしているものは「合格」とする。必須評価項目について、仕様書

で示された最低限の要求要件を満たしていないものがある場合は「不合格」とする。 
（２）評価方法 
   評価方法については、次のとおりとする。 

イ 合否の判定により「合格」となった企画書に対し「基礎点」を与え、さらに「総合評

価基準」（別紙１）で示す各評価項目について、評価の観点及び加点基準に基づいて  

評価を行い「加点」を与える。 
ロ 「加点」は「総合評価基準」別紙１で示す各評価項目をその重要度に応じ３つの評価

区分（最重要・重要・普通）に区分し、企画提案内容の優劣について「加点基準」に基

づき基本的には相対評価を行うことにより付与する。なお、特に優位な企画提案内容が

ある場合は、下位の企画提案内容について加点しない場合がある。 
   ただし、「加点対象項目の評価方法」（別紙２）に掲げる加点対象項目の加点方法に

ついては、「加点対象項目の評価方法」（別紙２）に基づき付与する。 

（加点基準） 
  提案書で示されている各評価項目の記述内容について、以下のような観点から相対評価を

行う。 
 ① 本調達の目的・背景等が正しく理解され、企画提案内容に具体的に反映されている。 
 ② 企画提案内容の妥当性、実現可能性について、他の選択肢との比較検討や結論に至る 

検討過程が具体的に明示されるなどして説得力を有する。 
 ③ 「総合評価基準」（別紙１）の入札仕様書要求要件に示す各項目に対する評価観点の  

具体的項目を満たしている。 
 
２ 採点方式 

得点配分は８００点（基礎点４００点＋加点４００点）とする。 
加点は、各評価項目に関する「最重要」、「重要」、「普通」の区分に応じ、加点基準に基づい

た３段階の評価(Ａ、Ｂ、Ｃ)に応じ以下のとおり加点する。 
 
 

最重要 重要 普通 区分 
評価 

２０点 Ａ（相対的に優位） ６０点 ４０点

Ｂ（標準） ３０点 ２０点 １０点 
５点 Ｃ（相対的に劣位） １５点 １０点

 



（別紙１） 

総合評価基準（必須評価項目） 

   

評価の項目及び評価の要素 

 項目 要求要件 要証明資料 

 
 
 
 
 
 
基本事項   
 

（１）本業務の遂行に当たり、善良な管理者の注意義務をもって誠実に行うこと。 
（２）本業務の遂行上知り得た一切の事項を、他に漏らしまたは他の目的に使用してはならないこと。 
（３）年金制度に関して深い知識・経験を有する担当者を置き、必要な際に直ちに支援できる体制を整備

できること。 
（４）本業務に従事するオペレーター要員は、当庁職員と円滑なコミュニケーションを行う能力を有する

者を配置できること。 
（５）個人情報保護に係る措置等 

受託者は、事業開始までに別添２「個人情報保護に係る措置等について」に掲げる事項について措
置を講じるものとする。 

（６）社内教育制度 
オペレーター要員に対し、次の内容を含む教育を実施する社内教育制度を有すること。    
① マナー教育 
② 守秘義務に関する教育 

 要件をすべて遵守するための
具体的な措置の内容を記載 

 
業務内容 （１）電話による年金相談業務 

（２）各種届出用紙・各種通知書の送付依頼受付業務 
（３）事業報告書の作成業務等 

 要件をすべて遵守するための
具体的な措置の内容を記載 

 
 
 
運用要件 

（１）運用時間等 
（２）電話相談件数 
（３）セキュリティ管理 
（４）オペレーター要員管理 
（５）事前研修等の実施 
（６）応答記録及び当庁への報告要件 
（７）お客様満足度調査・モニタリング  

 要件をすべて遵守するための
具体的な措置の内容を記載 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

 

 



総合評価基準（加点要素） 

      

評価の項目及び評価の要素 評価基準 

 評価項目 評価区分 評価の観点 要証明資料 区分 配点 
 
①受託実績 

加点 

専任オペレーターが１０席以上のインバウンド型のコールセンターの１年以
上の運用の受託実績が記述されていること。 
 
※別紙２「加点対象項目の評価方法」参照 

受託元、受託期間、業務概要
及びオペレーター数を記載
した資料 

普通 20 

 
②担当者の資格・支援体制 

加点 

年金制度に関して深い知識・経験を有する担当者の資格及び経験並びに必要
な際に直ちに支援できる体制について具体的に記述されていること。 
 
※別紙２「加点対象項目の評価方法」参照 

 要件を満たす事実を示す
書類 

最重要 60 

 
③オペレーターの資格・経験 

加点 

年金制度に関して深い知識・経験を有するオペレーターの資格及び経験につ
いて具体的に記述されていること。 
 
※別紙２「加点対象項目の評価方法」参照 

 要件を満たす事実を示す
書類 

最重要 60 

 
④セキュリティ対策 

加点 

執務室内で管理しているデータ、発生したデータの外部への持ち出し及び外
部からの執務室内へのデータの持ち込み並びに目的外のデータの閲覧を禁止
する方法等のセキュリティ対策について具体的に記述されていること。 
 

 データの持ち出し及び持
ち込み、並びに目的外のデ
ータの閲覧を禁止する方法
を具体的に記載した資料 

最重要 60 

 
⑤オペレーター要員の配置 加点 

効率的なオペレーター要員の配置方法が具体的に記述されていること。 
 

 オペレーター要員の配置
方法について具体的に記載
した資料 

重要 40 

 
⑥年金知識の向上策 加点 

オペレーター要員の年金に関する知識を向上させる方法が具体的に記述され
ていること。 

 年金知識の向上策を具体
的に記載した資料 最重要 60 

 
⑦応答品質の向上策 加点 

オペレーター要員が相談者に対して的確に均質な回答を行い、オペレーター
要員全体の応答品質を向上させる方法について具体的に記述されているこ
と。 

 オペレーター要員の応答
品質の向上策を具体的に記
載した資料 

最重要 60 

 
⑧本事業の効率的・効果的実

施対策 
加点 

当該事業を効率的・効果的に実施する方法が具体的に記述されていること。
 

当該事業を効率的・効果的
に実施する方法を具体的に
記載した資料 

重要 40 



（別紙２） 
加点対象項目の評価方法 

（１）コールセンターの運用受託実績の加点評価基準 
   コールセンター運用の受託実績に応じ、「表１」に基づき配点する。 

表１ 

運用実績 評価区分 評価基準 配点 

専任オペレーターが１０席以上のインバウン
ド型コールセンターの１年以上の運用の受託 Ａ 左記の実績を１０件以上有する者 ４０点 

実績 
Ｂ 左記の実績を５件以上有する者 ２０点 

 
― 評価区分Ａ、Ｂの資格なし ― 

 
（２）年金制度に関して深い知識・経験を有する担当者の資格及び経験の加点評価基準 
   年金制度に関して深い知識・経験を有する担当者の資格及び経験がある場合「表２」に基づき配点する。 

表２ 

実 績 評価区分 評価基準 配点 

社会保険労務士資格を有する者 
Ａ 左記の者が３名以上いる ６０点 

 
Ｂ 左記の者が２名いる ３０点 

 
― 

仕様書の要求要件を満たす者（評価区分
Ａ、Ｂの資格なし） 

― 

 
（３）年金制度に関して深い知識・経験を有するオペレーターの資格及び経験の加点評価基準 
   年金制度に関して深い知識・経験を有するオペレーターの資格及び経験がある場合「表３」に基づき配点する。 

表３ 

実 績 評価区分 評価基準 配点 

年金相談の継続した１年以上の実務経験を有
する者 Ａ 左記の者が５名以上いる ６０点 

 
Ｂ 左記の者が３名以上いる ３０点 

 
― 評価区分Ａ、Ｂの資格なし ― 



年金電話相談センター業務の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ねんきんダイヤル（共通電話番号サービス） 
 
  
     

転送    
（センターで回答できない相談） 

相談者から電話を直接受ける方法 

 

社 

会 

保 

険 

事 

務 

所 

 

年 

金 

電 

話 
相 
談 

セ 

ン 

タ 

ー 

【相談業務】 
○年金制度に関すること 
○被保険者記録に関すること 
○年金見込額に関すること 
○年金の裁定手続きに関すること 
○年金証書の内容等裁定に関する

こと 
○諸変更手続に関すること 
○各期支払額に関すること 
※個人記録に基づく個別具体的な

相談については社会保険オン 

ラインシステムを使用 
 

【送付依頼受付】 
○各種届出申請書用紙の送付依頼 
○各種通知書の再交付の受付依頼 
※本人確認に必要な範囲において

社会保険オンラインシステムを

使用 

社会保険事務所から転送
される電話を受ける方法 

参
考
１

 

 
相 
 

談 
 

者 



名　　　　　　　称
オペレーター
席        数

相談件数
1日1席当

たり
相談件数

稼動日数
オペレー

ター
席        数

相談件数
1日1席当

たり
相談件数

稼動日数

1 北 海 道 年金電話相談センター 30 130,027 17.9 30 158,097 21.7
2 埼 玉 年金電話相談センター 30 203,464 28.5 30 209,569 30.5
3 千 葉 年金電話相談センター 27 259,321 39.6 27 254,588 38.7
4 東 京 年金電話相談センター 27 181,921 29.3 27 238,843 39.5
5 神 奈 川 年金電話相談センター 35 245,402 29.3 35 257,468 31.1
6 静 岡 年金電話相談センター 18 72,171 16.6 18 94,996 22.4
7 愛 知 年金電話相談センター 30 177,417 24.8 30 213,186 30.4
8 大 阪 年金電話相談センター 48 307,467 26.6 48 420,373 37.6
9 兵 庫 年金電話相談センター 30 160,869 22.3 30 204,012 30.0

10 福 岡 年金電話相談センター 27 115,073 18.0 27 175,662 28.3
合　　　　　　計　（平　　均） 302 1,853,132 25.3 302 2,226,794 31.0
※10拠点の相談件数の対前年度増加率は20．2％

名　　　　　　　称
オペレーター
席        数

相談件数
1日1席当

たり
相談件数

稼動日数
オペレー

ター
席        数

相談件数
1日1席当

たり
相談件数

稼動日数

1 宮 城 年金電話相談センター 14 33,740 20.3 119 14 77,870 22.8
2 茨 城 年金電話相談センター 18 27,976 19.7 79 9 74,771 27.1
3 長 野 年金電話相談センター 15 11,486 13.7 79 15 58,267 16.7
4 岐 阜 年金電話相談センター 12 19,888 14.0 119 12 49,324 17.0
5 京 都 年金電話相談センター 18 23,143 17.8 69 18 90,938 20.8
6 岡 山 年金電話相談センター 13 17,889 18.8 63 13 74,889 24.0
7 広 島 年金電話相談センター 17 30,330 17.0 101 15 90,533 26.2
8 福 島 年金電話相談センター 12 33,813 11.6
9 栃 木 年金電話相談センター 11 60,238 23.7

10 群 馬 年金電話相談センター 12 59,830 20.4
11 新 潟 年金電話相談センター 15 38,894 11.0
12 三 重 年金電話相談センター 10 50,136 20.8
13 熊 本 年金電話相談センター 10 63,877 26.2

合　　　　　　計　（平　　均） 107 164,452 17.3 166 823,380 20.6

参
考

２
平成１６年度及び平成１７年度の両年度を通じて年間稼動した年金電話相談センター

１６年度 １７年度

年金電話相談センター稼動実績

１７年度

244

243 244

その他の年金電話相談センター

１６年度
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